


北浦地区が位置する延岡市は、 平成 27 年 3 月の東九州自動車道北九州～延岡間の開通に加え

て現在、 九州中央自動車道の整備が進んでおり、 人の移動や物流が活発化し、 観光客の誘客によ

る交流人口の増加と地域経済の活性化が期待されている。 その中で平成 30 年度より北浦臨海パ

ー クが国土交通省よりみなとオアシスに登録されたことにより県内外からも注目されている。 ま

た、 市では高速道路開通と合わせ、 同地域を含む日豊海岸国定公園が指定40周年を迎えたこと

を記念して、 同市北部の日豊海岸エリアをリゾー トパ ー クとして位置づけ、 「ひむか遊パ ー クう

みウララ」という愛称で地域の観光資源を積極的にPRし、 観光客の集客に努めている。

3 活性化の取組方針

(1)前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等

(2)今期の浜の活力再生プランの基本方針

第1期で取り組み効果のあった、 地先資源の維持回復、 魅力ある加工品の開発、 後継者の確保

育成、 燃油消費量の抑制等については継続して取り組み、 漁獲物の高付加価値化、 新たな操業体

制の導入については、 さらに拡大を行う。 また、 ICT を活用した操業効率化や養殖業の経営のグ

ループ化、 効果的な漁港機能の維持における、 高度衛生管理型市場の新設、 新規冷凍冷蔵庫の設

置、 製氷施設の整備について、 生産拡大のための新たな目標として追加した。

1 漁業収入向上のための取組

■漁獲物の高付加価値化

■地先資源の維持回復

•新たな操業体制の導入

■JCTを活用した操業効率化

2 水産物・漁村の魅力発信
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■魅力ある加工品の開発

■後継者の確保育成

3 漁業コスト削減のための取組

■燃油消費量の抑制等

■養殖業の経営のグルー プ化

4 効率的な漁港機能の維持

•高度衛生管理型市場の新設

•新規冷凍冷蔵庫の設置

•製氷施設の整備 

(3)漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

公的規制を遵守することに併せ、主幹漁業であるまき網漁業については、旧暦の12~20日の

間における連続する5日間以上の休漁を設定する。定置網漁業については、道網 の長さ及び目合

の規制を遵守する。

地先資源保護のため、小型魚の再放流を行う。

(4)具体的な 取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

1年目（平成3 1年度） 以下の取組を実施し、漁業所得2.0%向上を図る。

漁業収入 向上の1次の取組により、漁業収入を基準年に比べ0.18%向上させる。

ための取組

1 漁業収入の向上のための取組

1 漁獲物の高付加価値化

まき網漁業者12経営体は、これまで取り組んできた活魚化の取組を引

き続き推進するとともに、フィッシュポンプ使用等により高鮮度化を図り

つつ、流通形態の多様化や鮮魚出荷される魚の単価向上に取り組む。

魚類養殖業者16経営体は、消費地市場・料理店に対する市場調査等を

実施し、市場ニー ズの把握を行うことで、よりニー ズに即した養殖魚の生

産に取り組む。

併せて、 地元に新設されたHACCP対応工場と協力し フィレ加工等の

商品の開発を検討する。

2 地先資源の維持回復

淮業者は、漁協とともに資源管理の取組について、現在自主的に行って

いる休漁日設定や藻場造成のためのウニ駆除、放流等、資源評価に基づい

た適切な方法により地先資源の維持回復に努め、沿岸漁業における収入の

向上を図る。

3 新たな操業体制の導入
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漁業コスト削減 以下の取組により、漁業コストを甚準年に比べ 0.5% 削減する。
のための取組

3 漁業コスト削減のための取組
1 燃油消費量の抑制等

漁協は、 「漁業経営セ ー フティ ーネット構築事業」の加入を積極的に推

進し、漁業コストの高騰に強い経営体づくりに取り組む。加えて、各漁業

者は、徹底した滅速航行及び底船清掃等による燃費向上のための省燃油活

動に取り組むとともに、低燃費主機関等の省エネ機器を羽入し、燃油消費

量の抑制に努める。
2 蓑殖業の経営のグルー プ化

養殖業の生産・販売体制の共同化により可能とな る、経費の削減等の対

策を模索する。

効率的な漁港機 4 効率的な漁港機能の維持

能の維持 1 高度衛生管理型市場の新設

漁協は、日射・降雨・鳥類等の危害要因を排除した高度衛生管理型市
場を新設することで、国が目指す陸揚げから荷捌き、出荷に至る各工程

において総合的な衛生管理体制の確立を目指す。
2 新規冷凍冷蔵庫の設置

漁協は、現在生じている流通の目詰まりに対して根本的な 解決策である

冷凍冷蔵庫の新設を目指す。
3 製氷施設の整備

氷の供給不足を解消し安定供給を実 現するため、宮崎県漁業協同組合 
連合会による製氷施設の整備を促す。

活用する支援措 漁業経営セ ー フティ ーネット構築事業、水産多面的機能発揮対策事業、水産

置等 業競争力強化緊急事業、漁業人材育成総合支援事業、水産加工 ・ 流通構造改善

促進事業、水産物輸出倍増環境整備対策事業、浜の活力再生交付金、水産業革
新的技術導入•安全対策推進事業

2 年目（平成 3 2 年度） 以下の取組を実施し、漁業所得 4.0% 向上を図る。

漁業収入向上の1次の取組により、漁業収入を基準年に比べ 0.36% 向上させる。

ための取組
1 漁業収入の向上のための取組

1 漁獲物の高付加価値化
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に対して地元水産物や漁村の魅力を積極的に発信する。

また、 漁業者は、 漁協及び生産 者と地元流通業者・加工業者と連携し、

現代の食生活に合った魅力ある加工品を開発し、 地元水産物の直販所「北

浦臨海パ ー クきたうらら海市場」において 販売することで、北浦地区の魅

力を積極的に発信する。

2 後継者の確保育成

漁協は、次代を担う中核的な漁業者を育成するため、定例会や勉強会等

を定期的に開催し漁業者の資質の向上を図るとともに、新たな就業者につ

いては、漁業就業者確保育成センタ ーや県立高等水産 研修所及び地域担い

手協議会と連携しながら、当人の能力に応じた適切な研修を実施すること

により、 漁業後継者の確保・育成を図ることで、担い手の数を維持し活力

ある漁村の実現を目指す。

漁業コスト削減 以下の取組により、 漁業コストを基準年に比べ0.2%削減する。
のための取組

3 漁業コスト削減のための取組

1 燃油消費量の抑制等

漁協は、 「漁業経営セー フティ ーネット構築事業」の加入を積極的に推

進し、 漁業コストの高騰に強い経営体づくりに取り組む。加えて、 各漁業

者は、徹底した減速航行及び底船清掃等による燃費向上のための省燃油活

動に取り組むとともに、低燃費主機関等の省エネ機器を導入し、 燃油消費

量の抑制に努める。

2 養殖業の経営のグルー プ化

養殖業の生産・販売体制の共同化により可能となる、 経費の削減等の対

策を模索する。

効率的な漁港機 4 効率的な漁港機能の維持
能の維持

1 高度衛生管理型市場の新設

漁協は、 日射・降雨・鳥類等の危害要因を排除した高度衛生管理型市

場を新設することで、 国が目指す陸揚げから荷捌き、 出荷に至る各工程

において総合的な衛生管理体制の確立を目指す。

2 新規冷凍冷蔵庫の設置

漁協は、現在生じている流通の目詰まりに対して根本的な解決策である

冷凍冷蔵庫の新設を目指す。

3 製氷施設の整備

氷の供給不足を解消し安定供給を実現するため、 宮崎県漁業協同組合
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連合会による製氷施設の整備を促す。

活用する支援措 漁業経営セ ー フティー ネット構築事業、水産多面的機能発揮対策事業、水産業

置等 競争力強化緊急事業、漁業人材育成総合支援事業、水産加工 ・ 流通構造改善促

進事業、水産物輸出倍増環境整備対策事業、浜の活力再生交付金、水産業革新

的技術導入•安全対策推進事業

3年目（平成33年度）以下の取組を実施し、 漁業所得6.0%向上を図る。

漁業収入向上の1次の取組により、漁業収入を 基準年に比べ0.54%向上させる。

ための取組
1 漁業収入の向上のための取組

1 漁獲物の高付加価値化
まき網漁業者12経営体は、これまで取り組んできた活魚化の取組を引

き続き推進するとともに、フィッシュポンプ使用等により高鮮度化を図り

つつ、流通形態の多様化や鮮魚出荷される魚の単価向上に取り組む。
魚類養殖業者16経営体は、消費地市場 ・ 料理店などの市場ニーズに即

した 養殖魚を生産するための飼育手法を確立し、養殖魚の高品質化に取り

組む。

併せて、 地元に新設されたHACCP対応工場と協力し フィレ加工等の

商品の開発を検討する。

2 地先資源の維持回復
漁業者は、漁協とともに資源管理の取組について、現在自主的に行って

いる休漁日設定や藻場造成のためのウニ駆除、放流等、資源評価に基づい

た適切な方法により地先資源の維持回復に努め、沿岸漁業における収入の
向上を図る。

3 新たな操業体制の導入
中型まき網漁業者15トン以上7経営体は、漁船の省人化や船団の縮小

化による高収益型コンパクト経営などの構造改革に取り組むため、国の

「もうかる漁業創設支援事業」や「水産業競争力強化緊急対策事業」等の

活用を視野に入れた検討を行う。

また、その他の漁業経営体についても、漁具の改良、新たな漁法の導入

等を検討し、漁業許可等の条件が整ったものから順次導入し、操業に取り

組む。

魚類養殖業者16経営体は、池入れ及び出荷サイズの見直しや給餌方法
の見直し，経営規模や経営構造の最適化によって収益性を向上するための
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養殖業の生産・販売体制の共同化により可能となる、経費 の削減等の対

策を模索する。

効率的な漁港機 4 効率的な漁港機能の維持
能の維持

1 高度衛生管理型市場の新設

漁協は、日射 ・ 降雨 ・ 鳥類等の危害要因を排した高度衛生管理型市場

を新設することで国が目指す陸揚げから荷捌き、出荷に至る各I程にお

いて総合的な衛生管理体制の確立を目指す。
2 新規冷凍冷蔵庫の設償

漁協は、現在生じている流通の目詰まりに対して根本的な解決策である

冷凍冷蔵庫の新設を目指す。
3 製氷施設の整備

氷の供給不足を解消し安定供給を実 現するため、宮崎県漁業協同組合

連合会による製氷施設の整備を促す。

活用する支援措 漁業経営セ ー フティー ネット構築事業、水産多面的機能発揮対策事業、水産業

置等 競争力強化緊急事業、漁業人材育成総合支援事業、水産加工 ・ 流通構造改善促

進事業、水産物輸出倍増環境整備対策事業、浜の活力再生交付金、水産業革新

的技術導入•安全対策推進事業

4年目（平成34年度）以下の取組を実施し、漁業所得8.0%向上を図る。

漁業収入向上の1次の取組により、漁業収入を基準年に比べ0.72%向上させる。
ための取組

1 漁業収入の向上のための取組

1 漁獲物の高付加価値化
まき網漁業者12経営体は、これまで取り組んできた活魚化の取組を引

き続き推進するとともに、フィッシュポンプ使用等により高鮮度化を図り

つつ、流通形態の多様化や鮮魚出荷される魚の単価向上に取り組む。

魚類 養殖業者16経営体は、消費地市場・料理店などの市場ニー ズに即

した 養殖魚を生産するための飼育手法を確立し、養殖魚の高品質化に取り
組む。

併せて、地元に新設されたHACCP対応工場と協力し フィレ加工等の

商品の開発を行うことによって、国内外に向けた販路拡大に取り組む。

2 地先資源の維持回復
漁協とともに漁業者は、漁協とともに資源管理の取組について、 現在自
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により、漁業後継者の確保・育成を図ることで、担い手の数を維持し活力

ある漁村の実現を目指す。

漁業コスト削減I 以下の取組により、漁業コストを基準年に比べ0.4%削減する。
のための取組

3 漁業コスト削減のための取組

1 燃油消費量の抑制等

漁協は、 「漁業経営セ ー フティ ーネット構築事業」の加入を積極的に

推進し、漁業コストの高騰に強い経営体づくりに取り組む。加えて、各

漁業者は、徹底した減速航行及び底船清掃等による燃費向上のための省

燃油活動に取り組むとともに、低燃費主機関等の省エネ機器を導入し、

燃油消費量の抑制に努める。

2 養殖業の経営のグルー プ化
養殖業の生産・販売体制の共同化により可能となる、経費の削減等の対

策を模索する。

効率的な漁港機14 効率的な漁港機能の維持

能の維持 1 高度衛生管理型市場の新設

漁協は、日射・降雨・鳥類等の危害要因を排除した高度衛生管理型市

場を新設することで国が目指す陸揚げから荷捌き、出荷に至る各工程に

おいて総合的な衛生管理体制の確立を目指す。

2 新規冷凍冷蔵庫の設置

漁協は、現在生じている流通の目詰まりに対して根本的な解決

策である冷凍冷蔵庫の新設を目指す。

3 製氷施設の整備
氷の供給不足を解消し安定供給を実現するため、宮崎県漁業協同組合 

連合会による製氷施設の整備を促す。

活用する支援措I漁業経営セ ー フティ ーネット構築事業、水産多面的機能発揮対策事業、水産業

置等 競争力強化緊急事業、漁業人材育成総合支援事業、水産加工・流通構造改善促

進事業、水産物輸出倍増環境整備対策事業、浜の活力再生交付金、水産業革新

的技術導入•安全対策推進事業

5年§(平成3 5年度）以下の取組を実施し、漁業所得10.0%向上を図る。
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る冷凍冷蔵庫の新設を目指す。 

3 製氷施設の整備

氷の供給不足を解消し安定供給を実現するため、 宮崎県漁業協同組合 

連合会による製氷施設の整備を促す。

活用する支援措 漁業経営セ ー フティ ー ネット構築事業、 水産多面的機能発揮対策事業、水産業

置等 競争力強化緊急事業、 漁業人材育成総合支援事業、水産加工・流通構造改善促

進事業、 水産物輸出倍増環境整備対策事業、 浜の活力再生交付金、 水産業革新

的技術導入•安全対策推進事業

(5)関係機関との連携

行政（市、 県）、 系統団体（漁連、 漁協等）、 地元団体（観光協会、 商工会等） と一体となった

取組を行うことで、 各取組における着実な進捗を図る。

4 目標

(1)所得目標

漁業所得の向上10%以上 基準年

目標年

平成 25 年~29 年度の 5 中 3 平均：

漁業所得 円
---------------------------------··-----------------

平成 35 年度： 漁業所得 円

(2)上記の算出方法及びその妥当性

(3)所得目標以外の成果目標

きたうらら海市場におけ

る取扱星の拡大

基準年 1平成 29 年度：

目標年 1 平成 35 年度：

(4)上記の算出方法及びその妥当性
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